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１．雨水流出抑制の目的   

羽生市は、利根川及び中川・綾瀬川流域地域の低平地であり、地形の

特性を生かした水田などの土地利用を盛んに行っていました。しかしな

がら、開発行為の規制緩和等から宅地開発が進展し、浸水被害がたびた

び発生しています。  

また、近年では局所的な集中豪雨等によって、短時間で河川や排水路

の水位が上昇し、市街地内の排水が困難な状況（内水氾濫）が発生して

います。  

それに対し、これまで中川・綾瀬川流域整備計画（S58策定 /H12改

定）に基づき、宅地の無湛水および農地の無被害湛水を目標に、行政に

よる校庭貯留等の既開発地対策、新規開発に対する対策基準の設定など

の対策を実施してきました。  

このたび、中川・綾瀬川流域等が「特定都市河川」に指定され、更な

る治水対策を早期に推進するとともに、水害に強いまちづくりが求めら

れています。  

これを踏まえ、開発行為などに際して雨水の流出増加が見込まれると

きには、「中川・綾瀬川流域水害対策計画」に基づき、雨水流出抑制施

設の設置により、個々の敷地単位でも一時的に雨水の流出を抑制するこ

とで、浸水被害の軽減を図ることを目的としています。  

 

２．適用範囲   

手引きについては、開発行為等により雨水流出抑制施設を設置しない

と雨水流出量を増加させるおそれのある場合に適用します。  

ただし、開発許可等により既に雨水調整池や雨水流出抑制施設を設け

てある区域については適用しません。  

なお、１ヘクタール以上の開発行為等で、埼玉県の「埼玉県雨水流出

抑制施設の設置等に関する条例」に該当する場合は、当該条例を優先し

ます。  

 

３．基本事項   

１）開発許可申請等に関する設計及び施工にあたっては、都市計画法及

び関係法令、「埼玉県都市計画法に基づく開発許可制度の解説」、

「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」を遵守すること

とします。  

２）雨水流出抑制施設から河川、水路及び道路側溝等へ排水を計画する

場合は、放流先及び放流量について、事前に管理者と協議すること
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とします。  

３）雨水流出抑制施設の構造・施工・維持管理等については、社団法人

雨水貯留浸透技術協会の技術

指針を参照することとします。  

 

４．雨水流出抑制施設の必要対策量の算定  

雨水の流出に対する必要対策量については、次に定める基準により算

定することとします。  

開発区域の面積  対策の基準  

1ha未満  貯留 500m3/haに相当する流出抑制施設を設置

すること  

ただし、開発規模が500m2未満の自己用住宅の建

築については、各戸貯留（浸透）施設等を積極的

に設置し、雨水の流出抑制に努めること  

1ha以上  

貯留700m3/haに湛水実績に伴う湛水量を加え

た流出抑制施設を設置すること  

（埼玉県条例に該当する場合、県河川砂防課と協議し、許可を得ること。） 

 

５．雨水流出抑制施設の内容・構造   

 雨水の流出抑制は、貯留方式または浸透方式により行います。  

 なお、雨水流出抑制施設を設置することにより、法面や擁壁等の安全

性が損なわれる恐れがなく、周辺の住居及び自然環境を害する恐れがな

いように施設を決定し設計することとします。  
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≪貯留方式≫   

１）貯留施設  

駐車場、その他オープンスペースに貯留する地表面貯留、地下ピッ

ト等に貯留する地下貯留  

２）貯留施設の構造  

・貯留施設の構造は、必要貯留量を安全、確実に貯留でき、かつ維

持管理が容易にできるものとします。なお、駐車場貯留を検討す

る場合、水深の目安は10cmとします。  

・貯留された雨水は許容放流量以下で放流します。  

・貯留施設は、汚水が流入しない構造とします。  

・集水範囲は、開発行為等を行う土地の範囲を基本とし、対象区域

外からの雨水が流入しないように計画してください。  

３）放流断面（オリフィス）の算定  

放流断面の算定に関しては、放流量の算定式（オリフィスの式）よ

り断面積を算定します。  

Ｑ＝ a・ C・√2gh 

Q：放流量（m3/s）  
a  ：放流断面積（m2）   
C：流量係数0.6 
g  ：重力加速度9.8（m/s2）  
h  ：H.W.Lからオリフィス中心までの水深（m）  

※放流孔の最小径は閉塞を考慮して原則的に5cmとし、放流施設には泥
だめやゴミ除去フィルター等を設けることとします。  
放流量は放流先の河川・水路等の管理者と協議を行い、その結果に基づ
いた許容放流量とします。ただし、0.05m3/s/haを上限とします。  

※自然排水ができない場合は、ポンプよる排水も可能です。ただし、ポ
ンプ排水量は許容放流量以下とします。  

 

≪浸透方式≫  

１）浸透施設  

浸透ます、浸透トレンチ、浸透側溝、透水性舗装、システムパネル、

空隙貯留浸透施設など土壌の不飽和帯を通して地中に浸透させる

もの  

注）埼玉県が定める湛水想定図において、湛水区域に指定される

場合は原則浸透不可とします。  
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２）浸透施設の構造  

・浸透施設の構造は、必要浸透量を安全、確実に浸透できる構造と

します。盛土した箇所に浸透施設を設置する場合は、行為前の地

盤高以下に浸透できる構造とします。  

※地下水位は季節的に変動すると共に、降雨によっても上昇します。
水位変動を考慮し、浸透施設からの浸透効果を高めるために地下水
位と浸透施設は十分に離す必要があります。  

・浸透施設は目詰まり等が発生し易いので、泥だめやゴミ除去フィ

ルター等を設け、維持管理に十分配慮する必要があります。  

※維持管理が出来ないような施設は長期的に効果が期待できないため、
その浸透効果量は見込めません。  

・オーバーフロー管を設置する場合は、設計水頭を超過した分のみ

放流されるように計画してください。  

・浸透施設は、汚水が流入しない構造とします。  

・集水範囲は、開発行為等を行う土地の範囲を基本とし、対象区域

外からの雨水が流入しないように計画してください。  

 

３）浸透量の算出方法  

浸透施設の浸透量は、 (社 )雨水貯留浸透技術協会で採用されてい

る考え方を参考にして算出します。得られた基準浸透量に、浸透ト

レンチ・浸透側溝は設置延長、浸透ますは設置個数、浸透池・透水

性舗装は設置面積を乗じて全浸透量を求めます。  

雨水浸透施設効果量（Q） (m3/hr) 

＝基準浸透量（Qf）×  施設設置延長 （ あるいは設置個数、設置面積）  

【基準浸透量（Qf）の算定の手順】  

基準浸透量（Qf）＝C ×  比浸透量（K）×  飽和透水係数（ f）  

Qf：浸透施設（ 1 m、 1個 あ る い は 1 m 2当 た り ）の基準浸透量（m3/hr）  
C ：影響係数（ 地 下 水 位 の 影 響 0 . 9、 目 詰 ま り の 影 響 0 . 9を 考 慮 し て 0 . 8 1と す る ）  
K ：浸透施設の比浸透量（m2）  
ｆ：土壌の飽和透水係数（m/hr）  

１．現場透水実験により飽和透水係数（ f）を決定します。  

現場透水実験を用いない場合、「埼玉県浸透能力マップ」に記載

されている飽和透水係数を利用します。羽生市の飽和透水係数は

中川・綾瀬川流域の4.0×10 - 3cm/sec（0.144m/hr）とします。 
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２．設置施設の比浸透量（K）を算出します。  

浸透施設の比浸透量（K）は、施設の形状と設計水頭より、「雨水

浸透施設技術指針 (案 )調査・計画編」(社 )雨水貯留浸透技術協会に

記載される表１を用いて算定します。  

３．上記1．で求められた飽和透水係数（ f）に上記2．で求めた設

置施設の比浸透量（K）を乗じ、さらに影響係数（C）0.81を乗

じて設置施設の基準浸透量（Qf）を算出します。  

 

４）浸透施設の空隙貯留量  

各浸透施設は、浸透機能のほかに本体や充填材の空隙を利用した

貯留効果を考慮することができます。その場合の雨水貯留量は次の

ようにして算出します。  

浸透施設の空隙貯留量（m3）  

＝ますや透水管の体積  ＋  充填材の体積  ×  空隙率  

充填材の材料別空隙率  

材料  空隙率  

単粒度砕石（3･4･5号）  30～40％（原則として中央値を用いる） 

切込砕石・粒度調整砕石  
10％  

透水性舗装  

プラスチック製貯留材  使用する製品のｶﾀﾛｸﾞ値を採用  

 

５）浸透施設の貯留換算  

浸透施設の貯留量換算は、次のようにして算出します。 

S＝Ｉ・ｔ  

 Ｓ：貯留換算量（ｍ3） 
 Ｉ：浸透量（ｍ3/ hr） 
 ｔ：降雨継続時間（＝１hr） 
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表１  各種浸透施設の比浸透量（K）の算定  

（出典「雨水浸透施設技術指針(案)調査・計画編」(社団法人 雨水貯留浸透技術協会)） 

 

透水性舗装 

浸透池 

（浸透池） 

浸透池 
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表１  各種浸透施設の比浸透量（K）の算定  

（出典「雨水浸透施設技術指針(案)調査・計画編」(社団法人 雨水貯留浸透技術協会)） 
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（参考）導入施設の標準構造  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典「雨水浸透施設技術指針(案)調査・計画編」(社団法人 雨水貯留浸透技術協会)） 

 

  

透水シート 

透水シート 

透水シート 

透水管 

砕石 

空隙率 35％ 
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計算例①  
  
＜浸透施設の計算例＞  
 
  
  開発区域面積：700m2  
  浸透トレンチ：W=0.45m, H=0.65m, L=80.0m 
  浸透桝＊＊＊：W=0.8m, H=0.8m, N=6個（正方形ます・浸透面：側面及び底面）  
  飽和透水係数：0.144m/hr 
  影響係数＊＊：0.81 
 
１．流出抑制施設の必要対策量の算定  
  

  上記条件より、開発区域面積  700㎡→0.07ha（0.05ha以上1ha未満に該当）  

  0.07×500＝35m3 

 

２．雨水浸透施設効果量の算定  
 
 ①浸透トレンチの雨水浸透施設効果量  
   

  上記条件より、施設規模  W=0.45m, H=0.65m, L=80.0m 

  基本式  K=aH+b（ P.6 表1 各種浸透施設の比浸透量 (K)の算定より）  

a=3.093 

b=1.34W+0.677 = 1.34×0.45+0.677 = 1.28 

K=3.093×0.65+1.28 

=3.290 

  基準浸透量Qf=影響係数 (C)×比浸透量 (K)×飽和透水係数 ( f)  

          =0.81×3.290×0.144 

          =0.384 m3/hr  

雨水浸透施設効果量 Q=Qf×施設延長  

          =0.384×80.0m 

          =30.72m3/hr  

 

②浸透桝（正方形ます・浸透面：側面及び底面）の雨水浸透施設効果量  
   

  上記条件より、施設規模  W=0.8m, H=0.8m,  N=6個  

  基本式  K=aH2+bH+ｃ（ P.6 表1 各種浸透施設の比浸透量 (K)の算定より）  

a=0.12W+0.985 = 0.12×0.8+0.985 = 1.081 

b=7.837W+0.82 = 7.837×0.8+0.82 = 7.090 

c=2.858W-0.283 = 2.858×0.8-0.283 = 2.003 

K=1.081×0.82+7.090×0.8+2.003  

=8.367 

  基準浸透量Qf=影響係数 (C)×比浸透量 (K)×飽和透水係数 ( f)  

          =0.81×8.367×0.144 

          =0.976 m3/hr  

雨水浸透施設効果量 Q=Qf×施設個数  

          =0.976×6個  

          =5.856m3/hr  

 

 ①＋②＝36.576m3/hr 

 

 当該雨水浸透施設効果量Q＝36.576m3/hr＞35.0m3（必要対策量）  
 
 必要対策量を上回っているため“合格”  

  

条件 
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計算例②  
  
＜貯留施設の計算例＞  
 
  

開発区域面積：5,000m2  
地下貯留施設：ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製貯留材 ,  空隙率93％（ｶﾀﾛｸﾞ値）  
施設規模＊＊：W=12.0m, L=20.0m, H=1.2m 
許容放流量＊：0.05m3/s/ha 

 
 
 
１．流出抑制施設の必要対策量の算定  
  

  上記条件より、開発区域面積  5,000m2→0.5ha（0.05ha以上1ha未満に該当）  

  0.5×500=250m3 

 

２．貯留量の算定  
 

上記条件より、施設規模  W=12.0m， L=20.0m，H=1.2m，空隙率93％  

  12.0×20.0×1.2×0.93=267.8m3  

     貯留量  267.8m3＞250m3（必要対策量）  

     必要対策量を上回っているため“合格”  

 

３．放流断面（オリフィス）の算定  
 
  【計算手順】  

   ①許容放流量Q1を算出する。  

   ②オリフィス径Dを仮定する。  

   ③仮定したD、許容放流量Q1をもとにオリフィス断面積 aを算出する。  

   ④断面積が aとなるオリフィス径D ’を算出する。  

   ⑤D＜D ’であれば、放流量が許容放流量以下となるため“合格”となります。  

 
  許容放流量（Q1）の算定  

上記条件より、許容放流量0.05m3/s/ha，開発区域面積0.5ha 

許容放流量Q1=0.05m3/s×0.5ha=0.025m3/s 

   

オリフィス径Dの算定  

 オリフィスの直径Dを 10.0ｃｍと仮定して計算  

 

放流量の算定式  Q=  a・ C・√2gh （ P3，3)放流量（オリフィス）の算定より）  

   ∴ a=Q 1
⬚
／ C√2gh=0.025／ 0.6√2 × 9.8 × 1.15 

  =0.00878m2  

円形オリフィスの場合  a=πD ’2／4 

∴D ’=√4 × 𝑎/𝜋 =√4 × 0.00878 ÷ 𝜋 

      =0.106m 

D＜D ’  であるため、オリフィス径を10.0cmに決定  

 

放流量の確認  

Q’ =  a・ C・√2gh =π (0.1)2 /4×0.6√2 × 9.8 × 1.15 

=0.022 m3/s 

 Q1＞Q’であるため、許容放流量以内である事が確認できます。  

条件 


